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（政府（特別会計を含む）に対する証書貸付債権用・業務オンラインによる提出用）

証書貸付債権の譲渡に関する表明書


当方は、　　　　年　　月　　日付財理第　　号にもとづく証書貸付債権（　　　（注１）第　　号。以下「対象債権」といいます。）について、　　　　年　　月　　日付で　　　　　　　　（注２）（以下「譲渡人」といいます。）から譲渡を受けましたが、対象債権または対象債権の譲渡については、下記１．および２．のとおりであることを表明します。なお、貴行から請求を受けた場合には、対象債権の譲渡にかかる債権譲渡契約書の原本または対象債権の譲渡にかかる第三者対抗要件具備の証跡を貴行に速やかに提出いたします。
記
１．　　　　年　　月　　日（注３）付で貴行に承認いただいた債権譲渡契約書書式を用いて債権譲渡契約を締結したこと。
２．対象債権が譲渡された回数は一回のみであること。すなわち、対象債権は、譲渡人が自ら貸付を実行したことにより取得した債権であり、譲渡人が債権譲渡等により第三者から取得したものではなく、かつ、当方は、対象債権を譲渡したことがないこと。
以　　上
年　　月　　日

	（担保差入先）（注４）（注５）








日 本 銀 行　
御中

（注１）交付税及び譲与税配付金特別会計に対する証書貸付債権の場合には「交一借」と、エネルギー対策特別会計に対する証書貸付債権の場合には「エネ特借」と、国有林野事業債務管理特別会計に対する証書貸付債権の場合には「林野特借」と、それぞれ記入する。
（注２）証書貸付債権証書に記載された貸付人の金融機関等名を記載する。
（注３）債権譲渡契約書書式の承認にかかる日本銀行からの通知日または変更の承認にかかる日本銀行からの通知日のうち最新の通知日を記載する。
（注４）担保差入先の金融機関等店舗名を記載する。
（注５）日本銀行では、所定の規則に基づき、日本銀行業務オンラインにより本書式が提出された場合には、代表者またはその者から権限を付与された者から提出されたものとして取扱う。

